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 特定非営利活動法人 東京コミュニティスクール  

 

 １ 事業の成果 

 児童募集については当年度も順調で、初等部に１０名（うち１名が編入）、プレ初等部に３名が入学し

た。入学を検討する秋に開催した説明会には４０名超の申込みを受け、新型コロナウイルスの感染拡大に伴

い、説明会や見学日の開催を見送りオンラインでの開催にするなど、例年とはかなり違う状況にはありなが

らも、現在も次年度の入学に向けての問い合わせを多数受けている状況である。 

 国の休校要請直後の３月からテレ・ラーン（tele-learning）に移行。卒業式は規模を縮小してスクール

開催に漕ぎつけた。感染拡大が続くなか、緊急事態宣言の直前にハイブリッド入学式を実施。そのまま新入

生へのiPad配布と使い方の練習を行い、翌日から再びテレ・ラーンに。５月中旬以降はオンラインとオフラ

インを組み合わせたハイブリッドの学びに変更し、家庭や子供の事情に応じて学びのスタイルを選べるよう

にした。 

コロナ禍でも最善と思える環境を実現できているのは、子どもたちの日頃からの自立心とＩＴへの親和

性、保護者の理解と、刻々と変わる状況に合わせて準備を進めたスタッフの献身的な働きによるものだ。 

 ネパールとの交流のほか、学びの多様化支援事業も継続して実施。１１月には学校外の多様な学びを安心

して選択できる社会にするために、社会的認知と経済的支援獲得を目指す「東京都フリースクール等ネット

ワーク（ＴＦＮ）」の設立に参画した。 

 

２ 事業の実施に関する事項 

 

事業名 事 業 内 容 
実 施 
日 時 

実 施 
場 所 

従事者 
の人数 

受益対象者 
の範囲及び 

人 数 

事業費の 
金額 

（千円） 

 
 
 

 子どもを対象とし

たスクール運営

事業 

幼児・小学生を対象としたコミュニ

ティスクールでの教育活動 
年間 法人事務所 19人 

ｽｸｰﾙ児童・卒

業生・保護者 

約280名 

44,992 

教育プログラム

の研究開発事業 

探究をベースとした教育メソッドの

研究開発とプラットフォームの構築 
年間 法人事務所 10人 

児童・保護者 

教育関係者 

不特定多数 

1,200 

学校間の交流支

援事業 

Simigaon Primary School/Rolwali

ng Sangag Choling Monastery S

choolとの交流 

12/21-31 ネパール ３人 

関連する児童

及び教師 

約100名 

532 

教 育 人 材 育 成

事業 
教育インターンシップの受入等 年間 法人事務所 10人 

6名（対象は学

生全般） 
123 

大人を対象とし

た学びの機会提

供事業 

学校説明会、学校見学日、公開イ

ベント 
年39回 

法人事務所ほ

か 
13人 一般1,200名 150 

 
 普及啓発事業 

WS「ｴｰｼﾞｪﾝｼｰを育むｱｾｽﾒﾝﾄ」 

WS「挑学のすすめ」（第一回） 

WS「挑学のすすめ」（第二回） 

19/11/9 

20/2/16 

20/6/13 

法人事務所・

オンライン 
10人 

主に教育関係

者約40名 
103 

 
普及啓発事業 

ホームページ、SNS、Web広告によ

る活動内容の紹介 
随時 法人事務所 11人 

一般市民 

不特定多数 
28 

 学びの多様化支

援事業 

公教育以外の学びを安心して選

択できる社会に向けた活動 

年間 

(2019.9〜) 
法人事務所 2人 

一般市民 

不特定多数 
2 

  


